
単位：百万円

一般会計等 全体会計 一般会計等 全体会計

資産合計 256,177 378,539 256,177 378,539

単位：百万円 単位：百万円

一般会計等 全体会計 一般会計等 全体会計
前年度末預金残高 2,655 6,097 前年度末純資産残高 156,834 177,809
当期資金収支 777 2,566 当期変動額 ▲ 79 2,722
1 業務活動収支

2 投資活動収支

3 財務活動収支 （２）財源の調達

▲ 20 ▲ 20
1 1,239 1,239
2 1,218 1,218 期末純資産残高

3,412 8,643 （前年度末純資産残高＋当期変動額）

単位：百万円

一般会計等 全体会計

1 人件費

給与費、退職給付費用等

2 物件費

3

地方債利子等

　使用料、手数料等

純経常行政コスト

（業務費用＋移転費用－経常収益）

１
流
動
資
産

（１）引当金
　　　賞与引当金 659

（２）地方債（短期）
　　　翌年度支払予定地方債 7,336 11,150

1,091

令和３年度 苫小牧市の財務書類について【概要版】

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来世代が負担する金額）

3,282

（３）基金 3,974 3,974

１
流
動
負
債 （３）その他
　　　未払金等

3,005

（２）インフラ資産
　　　道路、公園、上下水道等 80,903 172,311 負債合計 99,422

（１）事業用資産等
　　　庁舎、学校、市営住宅等 152,011 171,444 （３）その他

　　　長期未払金等 74

（４）その他
　　　短期貸付金等

198,008

純資産の部（これまでの世代が負担した金額）
（３）その他
　　　無形固定資産、投資・出資等 12,630 16,254

純資産合計 156,755 180,531

負債及び純資産合計

5,406 11,010 1 財源変動の部 ▲ 209 920

２
固
定
資
産

社会保障給付、人件費、地方税等
（１）財源の使途

74,932 107,235▲ 4,478 ▲ 6,642
固定資産形成、貸付金等  純行政コスト

業務費用 37,389 57,002

1,802

期末現金預金残高

▲ 151 ▲ 1,802 74,723 108,155
地方債の償還、収入等  市税、地方交付税、国道支出金等

156,755 180,531

10,899 17,099

歳計外現金収支
2 その他の純資産変動の部 130

※　表中、表示単位未満は四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

臨時損失
461 531

　災害復旧事業費、資産除売却損等

臨時利益
27 100

移転費用
40,763 66,839

　他会計への支出、社会保障給付費等

経常収益
3,654 17,037

（２）未収金 242 2,631

（１）現金預金 3,412 8,643

前年度末歳計外現金残高

期末歳計外現金残高

　資産売却益等

純行政コスト
74,932 107,235

（純経常行政コスト＋臨時損失－臨時利益）

74,498 106,804

25,569 37,334
消耗品費、維持補修費、減価償却費等

その他の業務費用
921 2,569

1,218 2,638

２
固
定
負
債

（１）地方債
　　　翌々年度以降支払予定地方債 83,582 133,377

（２）退職手当引当金 6,553 9,582

40,170

貸借対照表(バランスシート・ＢＳ）

資金収支（キャッシュフロー）計算書（ＣＦ）

行政コスト計算書（ＰＬ）

行政活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を示すものです。
従来の官庁会計では捕捉できなかった減価償却費など非現金コスト
についても計上しています。

現金の流れを示すものです。
その収支を性質に応じて区分して計上することで、どのような活動に
資金を必要としているかを表示しています。

貸借対照表は会計年度末時点においての資産と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを一目で分かるように示すものです。
左側に資産を計上し、右側に負債及び資産と負債の差額である純資産を計上しています。

純資産変動計算書（ＮＷ）

貸借対照表上の純資産の１年間の増減を示すものです。
これまでの世代が負担してきた部分の増減を表示しています。
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（１）事業
用資産等

（２）イン
フラ資産（２）イン
フラ資

　●　財務書類について

　●　財務書類の分析について

◎資産と負債の状況
① 道路や公園など、現在までの世代で負担済分

一般会計等 … 61.2％
全体会計 … 47.7％

社会資本に対する、現在までの世代がすでに負担している割合
（社会資本形成の世代間比率）【純資産／総資産】です。

② 市民１人当たりの資産と負債
（令和4年3月31日現在人口168,993人）

一般会計等 … 資産 ＝ 152万円 負債 ＝ 59万円
全体会計 … 資産 ＝ 224万円 負債 ＝ 117万円

③ 市民１人当たりの地方債残高

一般会計等 … 54万円
全体会計 … 86万円

市民の皆さんに財政状況をよりよく理解していただくため、統一的な基準による
地方公会計制度に基づいて財務書類を作成しております。

～会計の説明～

２種類の会計の説明

★ 一般会計等 … 一般会計の数値となります。

★ 全体会計 … 上記一般会計等、国民健康保険事業会計などの特別会計及び
企業会計を含む数値となります。

－2－


